
 
 
 
平成１７年３月期   個別財務諸表の概要        平成 17 年 5 月 19日 
 
上 場 会 社 名 カメイ株式会社                   上場取引所 東 
コ ー ド 番 号 ８０３７                       本社所在都道府県 
（ＵＲＬ  http://www.kamei.co.jp/）                    宮城県 
代  表  者 役職名 代表取締役社長  氏名 亀井 文行 
問合せ先責任者 役職名 取締役管理部長  氏名 川瀬 実     ＴＥＬ (022)264－6112 
決算取締役会開催日 平成 17 年 5月 19日         中間配当制度の有無 有 
配当支払開始予定日 平成 17 年 6月 30日         定時株主総会開催日 平成 17年 6 月 29日 
単元株制度採用の有無  有(１単元 1,000株) 
 
１． 17 年 3 月期の業績(平成 16 年 4 月 1日～平成 17 年 3月 31 日) 
(1)経営成績 
 売 上 高     営業利益 経常利益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

399,539 
377,485 

5.8 
△2.5 

4,434 
2,865 

54.8 
107.4 

5,444 
3,871 

40.6 
75.4 

 
 

当期純利益 
1 株 当 た り 
当 期 純 利 益 

潜 在 株 式 調 整 後 
１株当たり当期純利益  

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

2,742 
703 
289.8 
－ 

72.30 
17.41 

－ 
－ 

5.9 
1.5 

4.1 
2.9 

1.4 
1.0 

(注) ①期中平均株式数 17 年 3 月期  37,521,941株    16 年 3月期  37,551,007 株 
    ②会計処理の方法の変更   無 
     ③売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 
(2)配当状況 

1 株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 
配当金総額 
(年 間) 

配当性向 株主資本 
配 当 率     

  円 銭 円 銭  円 銭 百万円 ％ ％ 
17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

15.00 
15.00 

7.50 
7.50 

7.50 
7.50 

562 
563 

20.7 
86.2 

1.2 
1.2 

(注) 17年 3 月期期末配当金の内訳 記念配当 －円－銭  特別配当 －円－銭 
 
(3)財政状態 

 総 資 産      株 主 資 本      株主資本比率 １株当たり株主資本 

  百万円  百万円 ％ 円  銭 

17 年 3 月期 
16 年 3 月期 

131,860 
132,475 

 45,977 
46,604 

 34.9 
35.2 
 

1,225.36 
1,240.12 

(注) ①期末発行済株式数   17 年 3月期   37,497,262株 16 年 3 月期   37,540,773株 
     ②期末自己株式数     17 年 3月期     94,707株 16 年 3 月期     51,196株 
 
２．18 年 3月期の業績予想(平成 17年 4 月 1日～平成 18 年 3 月 31日) 

１株当たり年間配当金  
売 上 高     経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭 
中 間 期 
通   期 

190,000 
410,000 

2,100 
5,500 

△500 
1,100 

7.50 
－ 

－ 
7.50 
 

－ 
15.00 
 (参考)１株当たり予想当期純利益(通期) 29 円 34 銭 

 

 

 

上記記載金額は、百万円未満を切捨てして表示しております。 
上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は
今後様々な要因によって記載の予想数値と異なる可能性があります。 
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(1)-1 比較貸借対照表 

（資産の部） 
 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当   期  (第92期) 
(平成17年３月31日現在) 

 前   期  (第91期) 
(平成16年３月31日現在) 

比較増減 期  別 
科  目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
 

（ 資 産 の
 

部 ）  ％  ％  
流 動 資 産 63,046 47.8 64,828 48.9 △ 1,782 
現 金 及 び 預 金 11,512  14,475  △ 2,962 
受 取 手 形 1,668  1,419  249 
売 掛 金 39,207  35,904  3,302 
商 品 5,997  5,608  389 
貯 蔵 品 44  47  △     3 
前 渡 金 1,888  1,953  △    65 
前 払 費 用 169  163  6 
繰 延 税 金 資 産 537  1,742  △ 1,205 
未 収 収 益 47  52  △     5 
短 期 貸 付 金 88  83  5 
関 係 会 社 短 期 貸 付 金 110  216  △   106 
未 収 入 金 1,746  2,994  △ 1,248 
そ の 他 190  256  △    66 
貸 倒 引 当 金 △    162  △     91  △    71 
固 定 資 産 68,814 52.2 67,647 51.1 1,166 
有 形 固 定 資 産 43,022 32.6 41,324 31.2 1,698 
建 物 9,268  9,663  △   395 
構 築 物 2,669  2,856  △   187 
機 械 及 び 装 置 2,241  2,041  200 
車 両 運 搬 具 186  185  1 
器 具 及 び 備 品 1,789  1,763  26 
土 地 26,363  24,813  1,550 
建 設 仮 勘 定 503  －  503 
無 形 固 定 資 産 2,717 2.1 2,884 2.2 △   167 
営 業 権 1,270  1,304  △    34 
借 地 権 1,064  1,023  41 
ソ フ ト ウ ェ ア 278  451  △   173 
そ の 他 103  104  △     1 
投 資 そ の 他 の 資 産 23,074 17.5 23,438 17.7 △   363 
投 資 有 価 証 券 7,700  7,281  419 
関 係 会 社 株 式 7,982  7,553  429 
出 資 金 96  101  △     5 
関 係 会 社 出 資 金 12  12  － 
長 期 貸 付 金 902  1,042  △   140 
関 係 会 社 長 期 貸 付 金 2,476  2,535  △    59 
破産債権、更生債権その
他これらに準ずる債権 670  357  313 

長 期 前 払 費 用 55  4  51 
繰 延 税 金 資 産 1,087  1,955  △   868 
差 入 保 証 金 2,371  2,339  32 
そ の 他 1,313  1,371  △    58 
貸 倒 引 当 金 △  1,595  △  1,116  △   479 

資 産 合 計 131,860 100.0 132,475 100.0 △   615 
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(1)-1 比較貸借対照表 

（負債及び資本の部） 
 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当   期  (第92期) 
(平成17年３月31日現在) 

 前   期  (第91期) 
(平成16年３月31日現在) 

比較増減 期  別 
科  目 

金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 
 

（ 負 債 の
 

部 ）  ％  ％  

流 動 負 債 73,924 56.1 76,450 57.7 △ 2,526 
支 払 手 形 7  43  △    36 
買 掛 金 28,927  28,892  35 
短 期 借 入 金 37,900  40,060  △ 2,160 
一年内返済予定の長期借入金 1,659  1,435  224 
未 払 金 3,308  2,434  874 
未 払 費 用 485  1,539  △ 1,054 
未 払 法 人 税 等 206  125  81 
未 払 消 費 税 等 155  254  △    99 
前 受 金 570  949  △   379 
預 り 金 118  129  △    11 
賞 与 引 当 金 467  469  △     2 
そ の 他 117  115  2 
固 定 負 債 11,958 9.0 9,420 7.1 2,538 
長 期 借 入 金 4,325  5,085  △   760 
再評価に係る繰延税金負債 3,793  852  2,941 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 896  878  18 
預 り 保 証 金 2,424  2,156  268 
そ の 他 518  446  72 
負 債 合 計 85,882 65.1 85,870 64.8 12  

（ 資 本 の
 

部 ）      
資 本 金 8,132 6.2 8,132 6.1 － 
資 本 剰 余 金      
資 本 準 備 金 7,266  7,266  － 

資 本 剰 余 金 合 計 7,266 5.5 7,266 5.5 － 
利 益 剰 余 金      
利 益 準 備 金 2,033  2,033  － 
任 意 積 立 金 26,062  25,762  300 
別 途 積 立 金 26,062  25,762  300 
当 期 未 処 分 利 益 3,042  1,199  1,843 
利 益 剰 余 金 合 計 31,138 23.6 28,994 21.9 2,144 
土 地 再 評 価 差 額 金 △  1,708 △ 1.3 1,263 1.0 △ 2,971 
その他有価証券評価差額金 1,215 0.9 973 0.7 242 
自 己 株 式 △     67 △ 0.0 △     26 △ 0.0 △    41 
資 本 合 計 45,977 34.9 46,604 35.2 △   627 
負 債 及 び 資 本 合 計 131,860 100.0 132,475 100.0 △   615 
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(1)-2 比較損益計算書 

 
 （単位：百万円、単位未満切捨）

 当  期  (第92期) 
 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 前  期  (91期) 
 

(自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日) 

比較増減 
期  別 

 
 
科  目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 増減率 

  ％  ％  ％ 
売 上 高 399,539 100.0 377,485 100.0 22,054 5.8 
売 上 原 価 371,357 92.9 350,412 92.8 20,945 6.0 

売 上 総 利 益 28,182 7.1 27,072 7.2 1,110 4.1 
そ の 他 の 営 業 収 益 3,578 0.9 3,808 1.0 △   230 △ 6.0 
営 業 総 利 益 31,760 8.0 30,881 8.2 879 2.8 
販売費及 び一般管理費 27,325 6.8 28,015 7.4 △   689 △ 2.5 
営 業 利 益 4,434 1.2 2,865 0.8 1,569 54.8 
営 業 外 収 益 1,419 0.4 1,450 0.4 △    31 △ 2.2 
受 取 利 息 69  108  △    39  
受 取 配 当 金 319  264  55  
仕 入 割 引 405  413  △     8  
軽 油 引 取 税 還 付 金 251  241  10  
そ の 他 374  423  △    49  
営 業 外 費 用 409 0.2 444 0.2 △    35 △ 7.9 
支 払 利 息 324  284  40  
寄 付 金 47  86  △    39  
そ の 他 37  72  △    35  

経 常 利 益 5,444 1.4 3,871 1.0 1,573 40.6 
特 別 利 益 77 0.0 684 0.2 △   607 △88.7 
固 定 資 産 売 却 益 7  23  △    16  
投 資 有 価 証 券 売 却 益 70  6  64  
関 係 会 社 株 式 売 却 益 －  650  △   650  
そ の 他 －  3  △     3  
特 別 損 失 797 0.2 3,430 0.9 △ 2,633 △76.8 
固 定 資 産 売 却 損 26  27  △     1  
固 定 資 産 除 却 損 305  105  200  
固 定 資 産 圧 縮 損 －  10  △    10  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 4  4  △     0  
関 係 会 社 株 式 評 価 損 －  129  △   129  
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 301  587  △   286  
関 係 会 社 整 理 損 －  305  △   305  
退職金制度改定に伴う損失 142  2,230  △ 2,088  
そ の 他 17  29  △    11  

税 引 前 当 期 純 利 益 4,725 1.2 1,126 0.3 3,599 319.5 
法人税、住民税及び事業税 90 0.0 70 0.0 20 28.6 
法 人 税 等 調 整 額 1,892 0.5 352 0.1 1,540 436.3 
当 期 純 利 益 2,742 0.7 703 0.2 2,039 289.8 
前 期 繰 越 利 益 567  765  △   198  
土地再評価差額金取崩額 13  11  2  
中 間 配 当 額 281  281  △     0  
当 期 未 処 分 利 益 3,042  1,199  1,843  
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(1)-3 利益処分案比較 

 

  （単位：百万円、単位未満切捨）
   当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（株主総会承認予定日 
平成17年６月29日） 

   前 期 ( 第 9 1 期 ) 
(株主総会承認日 
平成16年６月29日） 

期  別 
 
 
 
科  目 金 額 金 額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   3,042  1,199 

Ⅱ 利 益 処 分 額      

１． 配 当 金  281  281  

   （１株につき 
７円50銭）

 （１株につき 
７円50銭）

 

２． 役 員 賞 与 金  30  50  

 （うち監査役賞与金）  (  2)  (  2)  

３． 任 意 積 立 金      

 別 途 積 立 金  1,500 1,811 300 631 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益   1,231  567 
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 （重要な会計方針） 

項目 
第92期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第91期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．有価証券の評価基準及

び評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定しております） 

・時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 

  同左 

(2)その他有価証券 

・時価のあるもの 

  同左 

 

 

 

・時価のないもの 

  同左 

２．デリバティブ等の評価

基準及び評価方法 

(1)デリバティブ取引 

 時価法 

(1)デリバティブ取引 

  同左 

３．たな卸資産の評価基準

及び評価方法 

(1)商品 

 主として移動平均法による低価法に

よっておりますが、農水産物、畜産物

及び情報機器は個別法による低価法に

よっております。 

(1)商品 

  同左 

 (2)貯蔵品 

 最終仕入原価法によっております。 

(2)貯蔵品 

  同左 

４．固定資産の減価償却の

方法 

(1)有形固定資産 

 定率法（ただし、平成10年４月１日

以降取得した建物（建物附属設備を除

く）については定額法）によっており

ます。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  建物       15～50年 

  構築物      15～40年 

  機械及び装置   ８～15年 

  器具及び備品   ６～15年 

(2)無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法によっており

ます。 

(3)投資その他の資産（受益者負担金） 

 定額法によっております。 

(1)有形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)無形固定資産 

  同左 

 

 

 

 

(3)投資その他の資産（受益者負担金） 

  同左 
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項目 
第92期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第91期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

５．外貨建の資産及び負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直

物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。 

  同左 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しております。 

(1)貸倒引当金 

  同左 

 (2)賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額基準に基づ

き計上しております。 

(2)賞与引当金 

  同左 

 (3)役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末必要額を計上し

ております。 

(3)役員退職慰労引当金 

  同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

  同左 

８．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

 繰延ヘッジによっております。な

お、為替予約については振当処理の要

件を満たしている場合は、振当処理を

行っております。 

(1)ヘッジ会計の方法 

  同左 

 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

①ヘッジ手段：為替予約取引 

 ヘッジ対象：外貨建金銭債務及び外

貨建予定取引 

②ヘッジ手段：商品スワップ 

 ヘッジ対象：石油製品等の購入及び

販売取引 

(3)ヘッジ方針 

 当社は、「輸入取引規程」及び「デ

リバティブ取引管理規程」に基づき、

通常の営業過程で生じる輸入取引に係

る為替変動リスクや石油製品等の価格

変動リスクをヘッジしております。 

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

 ヘッジ手段：為替予約取引 

 ヘッジ対象：外貨建金銭債務及び外

貨建予定取引 

 

 

 

(3)ヘッジ方針 

 当社は、内部規程である「輸入取引

規程」に基づき、通常の営業過程で生

じる輸入取引に係る為替変動リスクを

ヘッジしております。 
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項目 
第92期 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第91期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 (4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジ対象のキャッシュ・フロー変

動の累計又は相場変動とヘッジ手段の

キャッシュ・フロー変動の累計又は相

場変動を比較し、その変動額等を基礎

として、ヘッジ有効性を評価しており

ます。 

 なお、ヘッジの有効性が高い為替予

約取引については、有効性の判定は省

略しております。 

(4)ヘッジ有効性評価の方法 

 ヘッジの有効性が高い為替予約取引

のみをヘッジ手段として行っておりま

すので、有効性の判定は省略しており

ます。 

 ９．その他財務諸表作成の

ための基本となる重要

な事項 

(1)消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

(1)消費税等の会計処理 

  同左 

 

 

 （追加情報） 

第92期 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

第91期 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

 従前、土地再評価に係る繰延税金資産の処理につい

ては、再評価益総額と再評価損総額を相殺し、相殺後

の再評価益について繰延税金負債を計上する処理をし

ておりました。平成16年２月17日に日本公認会計士協

会監査委員会報告第70号「「その他有価証券」の評価

差額に対する税効果会計の適用における監査上の取扱

い」が改正され、「その他有価証券の評価差額及び固

定資産の減損損失に係る税効果会計の適用における監

査上の取扱い」となり、土地再評価損に係る繰延税金

資産は個別に回収可能性を判断する必要があることが

明確になりました。これを受け、現在導入の準備を進

めている「固定資産の減損に係る会計基準」の検討の

過程において再評価損のスケジューリングの見直しを

行い、必要な会計処理を行った結果、当期末の土地再

評価差額金は従前の方法による場合に比べ29億53百万

円減少し、再評価に係る繰延税金負債は同額増加して

おります。なお、当期純利益への影響はありません。 

 当社は、平成15年11月27日にカメイ厚生年金基金の

解散が認可されており、平成15年11月28日付けをもっ

て退職金制度（厚生年金基金、退職一時金）の改定を

実施し、新たに確定拠出年金制度を導入いたしまし

た。これに伴い「退職給付制度間の移行等に関する会

計処理」（企業会計基準適用指針第１号）を適用して

おります。 

 本処理に伴う当期末における損益に与えている影響

額は、特別損失として22億30百万円計上しておりま

す。 
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注記事項 

 （貸借対照表関係）  

当 期 ( 第 9 2 期 )  
（平成17年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（平成16年３月31日現在） 

  
１．有形固定資産の減価償却累計額 25,459百万円 
  

  
１．有形固定資産の減価償却累計額 24,762百万円 
  

２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を資本の部（「土地再評価差額金」）に計

上しております。 

 同法第３条第３項に定める再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税標準の計算の基礎とな

る土地の価額を算出するために、国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に合理

的調整を行って算出しております。 

 再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

２．土地再評価法の適用 

 「土地の再評価に関する法律」（平成10年３月31

日公布法律第34号）及び「土地の再評価に関する法

律の一部を改正する法律」（平成13年３月31日公布

法律第19号）に基づき事業用土地の再評価を行い、

当該評価差額のうち税金相当額を「再評価に係る繰

延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除

した金額を資本の部（「土地再評価差額金」）に計

上しております。 

 同法第３条第３項に定める再評価の方法 

「土地の再評価に関する法律施行令」（平成10

年３月31日公布政令第119号）第２条第４号に

定める地価税法（平成３年法律第69号）第16条

に規定する地価税の課税標準の計算の基礎とな

る土地の価額を算出するために、国税庁長官が

定めて公表した方法により算出した価額に合理

的調整を行って算出しております。 

 再評価を行った年月日   平成14年３月31日 

   同法律第10条に定める再評価

を行った事業用土地の当期

末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後

の帳簿価格の合計額を下

回った場合の当該時価の合

計額と当該再評価後の帳簿

価格の合計額との差額 

 

 

 

 

6,930百万円 

   同法律第10条に定める再評価

を行った事業用土地の当期

末における時価の合計額が

当該事業用土地の再評価後

の帳簿価格の合計額を下

回った場合の当該時価の合

計額と当該再評価後の帳簿

価格の合計額との差額 

 

 

 

 

4,937百万円 

３．担保資産及び担保付債務 

  (1) 借入金等の担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（担保提供資産） 

３．担保資産及び担保付債務 

  (1) 借入金等の担保に供している資産は次のとおり

であります。 

（担保提供資産） 
  
建物 245百万円 

構築物 39 

機械及び装置 1 

土地 4,752 

投資有価証券 333 

計 5,371 
  

  
建物 216百万円 

構築物 40 

機械及び装置 1 

土地 4,752 

投資有価証券 359 

計 5,369 
  

（対応債務） （対応債務） 
  
短期借入金 3,630百万円 

一年内返済予定の長期借入金 800 

長期借入金 2,400 

預り保証金 78 

計 6,908 
  

  
短期借入金 3,630百万円 

一年内返済予定の長期借入金 800 

長期借入金 3,200 

計 7,630 
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当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（平成17年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（平成16年３月31日現在） 

  (2) 取引保証金の代用として、担保に供している

資産は次のとおりであります。 

  (2) 取引保証金の代用として、担保に供している資

産は次のとおりであります。 
  
建物 83百万円 

構築物 1 

土地 1,840 

投資有価証券 287 

計 2,211 
 

  
建物 136百万円 

構築物 2 

土地 1,840 

投資有価証券 297 

計 2,277 
 

４．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した圧縮記帳累計額は89

百万円であります。 

 

 

４．固定資産における圧縮記帳 

 有形固定資産から控除した圧縮記帳累計額は89百

万円であります。 

 また、当期において収用により有形固定資産から

控除した圧縮記帳額は10百万円であります。 

 ５．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記

されたもののほか次のものがあります。 

 ５．関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には、区分掲記さ

れたもののほか次のものがあります。 
 

受取手形 7百万円 

売掛金 338 

未収収益 22 

未収入金 8 

流

動

資

産 その他 28 

固定資産 その他 1 

買掛金 432 

未払金 630 

未払費用 6 

流
動
負
債 その他 32 

固定負債 その他 163 
  

 
受取手形 6百万円 

売掛金 314 

未収収益 26 

未収入金 12 

流

動

資

産 その他 13 

買掛金 383 

未払金 610 

未払費用 7 

預り金 0 

流

動

負

債 その他 32 

固定負債 その他 187 
  

６．授権株式数     普通株式  87,281,000株 
  

  
６．授権株式数     普通株式  87,281,000株 
  

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた

場合には、会社が発行する株式について、これに相

当する株式数を減ずることとなっております。 

 ただし、定款の定めにより株式の消却が行われた場

合には、会社が発行する株式について、これに相当す

る株式数を減ずることとなっております。 
 
  発行済株式総数   普通株式  37,591,969株
  

 
  発行済株式総数   普通株式  37,591,969株 
  

７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式94,707

株であります。 

 

７．自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式51,196株

であります。 
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当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（平成17年３月31日現在） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（平成16年３月31日現在） 

８．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等からの借入債務に対し

て保証を行っております。 

宮城ネットワーク㈱ 1,837百万円 

  

  
 

８．保証債務 

(1) 下記の会社の金融機関等からの借入債務に対し

て保証を行っております。 

宮城ネットワーク㈱ 1,930百万円 

㈱パシフィック 35 

計 1,965 
 

  （注）宮城ネットワーク㈱に対する保証債務は、当

社のほか２社の連帯保証であり、当該連帯保

証契約に基づく当社負担額は877百万円であ

ります。 

  （注）宮城ネットワーク㈱に対する保証債務は、当

社のほか２社の連帯保証であり、当該連帯保

証契約に基づく当社負担額は907百万円であ

ります。 

  (2)      ──────   (2) 金融機関の下記の会社に対する支払保証残高に

ついて保証を行っております。 
   

 
 

 
 
  (3) 下記の会社の取引上の債務に対して保証を行っ

ております。 

   
39百万円 カメイ・シンガポール

PTE.LTD. (  368千米ドル) 
 
  (3) 下記の会社の取引上の債務に対して保証を行っ

ております。 
  

41百万円 カメイ・シンガポール
PTE.LTD. (  387千米ドル) 

カメイオート㈱ 275 

カメイオート北海道㈱ 190 

㈲エヌエス設計 24 

計 533 
  

  
5百万円 カメイ・シンガポール

PTE.LTD. (   54千米ドル) 

カメイオート㈱ 272 

カメイオート北海道㈱ 213 

㈲エヌエス設計 22 

計 514 
 

        ────── ９．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は2,236百

万円であります。 

        ────── 10．預り保証金 

 営業取引に係る預り保証金は、前期まで流動負債

に含めておりましたが、事実上期限の定めがないた

め、当期から、従来より固定負債の「その他」に含

めていた賃貸借契約に係る預り保証金と合算して固

定負債に含めることにしました。 

 なお、営業取引に係る預り保証金の金額は、当期

末が19億73百万円、前期末が19億39百万円でありま

す。 
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 （損益計算書関係）  

当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１．低価法による評価減の金額110百万円が商品期末た

な卸高から減額されております。 

１．低価法による評価減の金額73百万円が商品期末たな

卸高から減額されております。 

２．関係会社からの取引により発生した営業外収益は、

次のとおりであります。 

２．関係会社からの取引により発生した営業外収益は、

次のとおりであります。 
 
受取利息 38百万円 

受取配当金 227 

その他 43 
  

 
受取利息 62百万円 

受取配当金 193 

その他 51 
  

３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 

３．販売費及び一般管理費の主要な費目は次のとおりで

あります。 
 
給料手当 6,376百万円 

賞与 870 

賞与引当金繰入額 467 

退職給付費用 324 

貸倒引当金繰入額 445 

運搬費 2,574 

施設賃借料 2,892 

減価償却費 2,226 

諸手数料 3,307 
  

 
給料手当 6,126百万円 

賞与 963 

賞与引当金繰入額 469 

退職給付費用 1,559 

貸倒引当金繰入額 250 

運搬費 2,504 

施設賃借料 3,010 

減価償却費 2,259 

諸手数料 3,208 
  

４．固定資産売却益の内訳 ４．固定資産売却益 
 
機械及び装置 6百万円 

その他 0 

  計 7 
  

 主なものは、土地（神奈川県横浜市）の売却益４

百万円であります。 

５．固定資産売却損の内訳 ５．固定資産売却損 
 
建物 13百万円 

土地 10 

その他 2 

  計 26 
  

 主なものは、土地（福島県福島市）の売却損13百

万円であります。 

６．固定資産除却損の内訳 ６．固定資産除却損 
 
建物 122百万円 

構築物 59 

解体費用 70 

その他 52 

  計 305 
  

 主なものは、建物等（宮城県石巻市）の除却損17

百万円であります。 

７．貸倒引当金繰入額 

 主なものは、関係会社長期貸付金等に引当てた

300百万円であります。 

７．貸倒引当金繰入額 

 主なものは、関係会社長期貸付金等に引当てた

580百万円であります。 

 

 (リース取引関係) 

  ＥＤＩＮＥＴにより開示を行うため記載を省略しております。 

 

 (有価証券関係) 

第91期（自 平成15年４月１日 至 平成16年３月31日）及び第92期（自 平成16年４月１日 至 平成17年

３月31日）のいずれにおいても子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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 (税効果会計関係) 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
 
 

 

繰延税金資産 

未払事業税 

共済会等留保金 

賞与引当金 

役員退職慰労引当金 

貸倒引当金 

投資有価証券 

未払退職金 

税務上の繰越欠損金 

その他有価証券評価差額金 

その他 

繰延税金資産合計 

繰延税金負債 

未収事業税 

その他有価証券評価差額金 

繰延税金負債合計 

繰延税金資産の純額 

再評価に係る繰延税金負債 

土地再評価差額金 
  

 
第92期 第91期 

（平成17年３月31日現在） （平成16年３月31日現在） 

  百万円    百万円 

 38    －  

 98    102  

 188    189  

 361    354  

 619    354  

 785    796  

 2    412  

 207    2,025  

 40    94  

 142    159  

 2,486    4,487  

       

 －    △  38  

 △ 861    △ 751  

 △ 861    △ 789  

 1,624    3,698  

       

 △3,793    △ 852  
  

  

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主な項目別の内訳 
 
 

 

法定実効税率 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 

受取配当金等永久に益金に算入されない項目 

住民税均等割 

その他 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 
  

 
第92期  第91期 

（平成17年３月31日現在） （平成16年３月31日現在） 

 40.3 ％   41.6 ％ 

       

 2.9    21.7  

 △  2.1    △ 31.7  

 1.9    6.2  

 △  1.0    △  0.3  

 42.0    37.5  
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 (１株当たり情報) 

当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

１株当たり純資産額 
               1,225 円 36 銭 
１株当たり当期純利益金額 
                 72 円 30 銭 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 
 

１株当たり純資産額 
               1,240 円 12 銭 
１株当たり当期純利益金額 
                 17 円 41 銭 
 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ
いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ
ん。 
 

 (注)  １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 

 

当 期 ( 第 9 2 期 ) 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

前 期 ( 第 9 1 期 ) 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当期純利益(百万円) 2,742 703 

普通株主に帰属しない金額(百万円) 30 50 

（うち利益処分による役員賞与金） (   30) (   50) 

普通株式に係る当期純利益(百万円) 2,712 653 

普通株式の期中平均株式数(千株) 37,521 37,551 

 

 (重要な後発事象) 

  該当事項はありません。 
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(2)役員の異動 

 

1. 代表者の異動 

  

   該当事項はありません。 

 

2. その他の役員の異動 

 (1)新任取締役候補（平成17年6月29日付） 

  河
かわ

村
むら

 光
みつ

保
やす

（現 東京支店長） 

  戸
と

 田
だ

 正
まさし

  （現 福島支店長） 

 (2)新任監査役候補（平成17年6月29日付） 

  草
くさ

 野
の

 征
ゆき

 夫
お

（現 アメリカンファミリー生命保険会社 特別顧問） 

 (3)退任予定取締役（平成17年6月29日付） 

  常務取締役    伊藤
いとう

 三 朗
さぶろう

 

 (4)退任予定監査役（平成17年6月29日付） 

  監査役    和泉
いずみ

 昭 一
しょういち

 

 

 

以上     

 

 


